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「いつまでも 安全安心 いきいきと」した 岡崎のまちづくり

まちづくり
３政策

すこやかな
発展を続ける

おだやかな
暮らしを守る

のびやかな
人生を歩める

政策実現に向けての取り組み

引き続き、県管理河川の公表等や早期ガイドブックの更新・配布を確認する

今回の報告
事例

「市民の生命・財産を守るため」防災・減災に取り組む！

◆西日本豪雨
堤防決壊・大規模水害が発生
⇒死者221名 内51名は水害被害の大きい
真備町

背景

私の行動

導いた行政の回答

浸水想定地域への早期情報展開・
非難訓練の強化が必要

Step1：水害に関する情報収集と調査研究

Step2：一般質問での提言

・被災地の情報収集、本市の状況調査と比較
・「水害対応ガイドブック」の認知度調査

Ｈ25年作成時は地域総代さんのみの展開
・水防法など、国や県のルールの調査

水害による被害は甚大！

➀想定最大規模降雨を前提とした、
ガイドブック内容見直し

➁浸水想定地域の全世帯配布の実施
➂避難所の見直しと水害訓練の実施

【浸水想定区域】ガイドブック記載の浸水面積の1.4倍
【最大浸水深、浸水継続時間】14m、2週間
【想定浸水避難所】107箇所の概ね3分の1

➀県管理河川想定区域図の公表段階で、ガイドブック内
容の見直しを検討予定。

➁浸水想定区域内の全世帯配布。
➂事前の備えや早期避難の必要性を啓発する。

私の思い

水害の取り組みについて一歩前進！

■矢作川想定最大降雨時の被害状況報告

■一般質問に対しての回答

水害対策ガイドブックが正確に整備されれば、
事前に浸水被害状況の想定でき、
市民の啓発や、行政の対策すべきことの議論
に活用できる。

◆「岡崎市水害対応ガイドブック」 （2013年2月策定）

◆避難所と非難訓練
・矢作川が決壊すると、指定避難所
の3分の1は浸水被害を受ける
・水害に対しての避難訓練がほぼ
実施されていない

・現時点の想定最大規模の降雨量を
もとに更新されていない（矢作川の想定
は最大降雨683ｍｍとすべき）

・浸水被害が想定される全世帯に配
布されていない

地震発生時の水害被害に対して、危機意識が低い！

・地形的条件（川の合流等）が本市に類する
・岡崎市の策定している「水害対応ガイドブック」
に被害想定されている雨量が岐阜県で発生



9月定例会の詳細については、
下記ドメインまたはＱＲコードを読んで頂き、
市政レポート№23定例会編をご確認願います。

編

集

後

記 「鈴木 ひでき」検索
でも見れます！！

http://www.giin-dnwu.com/suzuki_hideki/
＜ホームページのドメイン＞

～9月定例会編の内容～
①議案審査内容
②平成29年度決算など

市政の
話題満載！

【トピックス２】猛暑に対する教育環境の整備について

ブロック塀等がある公共施設・個人宅に対して迅速に対応！

＜ＱＲコード＞

◇救急医療体制（2018） ◇役割再編のスケジュール

【トピックス１】ブロック塀等に対する取り組みについて

公共施設等の取り組み 個人宅への取り組み

小中学校（市内全６７校）へのエアコン設置への取り組み

小
中
学
校

そ
の
他

【点検対象】全67小中学校
【調査結果】ブロック塀等あり 25校

内撤去などの対象 6校
小学校：城南、矢作東、大門、井田、連尺
中学校：城北

※予算 988.2万円（城南）

【点検対象】896施設
【調査結果】内撤去などの対象 28施設

※予算 4,518万円

2019年12月末までに、全小中学校にエアコン設置完了予定！

＜補助金額＞
撤去費用及び撤去長さ×１万円の額に対し１/２
かつ上限１０万円
＜問い合わせ先＞
住宅課耐震促進係（23-6709)

＜対象ブロック塀等＞
・石材など組積造の塀
・道路面から高さ１mを
超えるもの

・転倒のおそれがある
・道路および通学路

※特別教室：理科室、家庭科室など、その他教室：少人数学級、適応指導教室など

◇整備スケジュールと概要
保育園・幼稚園はエアコンが設置されているため、体力面を考慮し小学校低学年から順に対応

2018.8～
2019.3
エアコン
設置仕様
検討

予算
744.2万円

2019.6月末
【小学校】
普通教室、特別教室、
特別教室、その他教室
配膳室
【中学校】
特別支援教室

【中学校】
普通教室（特別支援教
室を除く）、特別教室、
その他教室、配膳室

設計、施工、維持管理（10年間）総額約60億円

1か月以内に対象の施設に対して点検を行い、
危険箇所の応急処置、及び早期に撤去・改修
等を実施。

ブロック塀がある対象者に対して市から
補助金を支給。

大阪北部地震の死者5名のうち2名がﾌﾞﾛｯｸ塀の崩壊による被害者

危険箇所の撤去は今年度中に完了予定

【対象教室】普通教室・特別支援教室（1,194教室）、特別教室（319教室）
その他教室（199教室）、配膳室（67室） 全１，７７９教室


